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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１移動局と無線基地局との間の無線基地局インタフェースにおいて第１無線リンクが
設定されており、第２移動局と該無線基地局との間の無線基地局インタフェースにおいて
第２無線リンクが設定されており、該第１移動局と該第２移動局との間の移動局間インタ
フェースにおいて第３無線リンクが設定されている場合の移動通信方法であって、
　前記第１移動局が、前記第２移動局に対して、前記第３無線リンクを介して、データ信
号を送信する工程Ａと、
　前記第２移動局が、前記無線基地局或いは前記第１移動局に対して、前記第２無線リン
クを介して、前記データ信号に対する送達確認情報を送信する工程Ｂと、
　前記送達確認情報が、否定的な送達確認結果を示す場合、前記無線基地局が、前記第１
移動局に対して、前記第１無線リンクを介して、物理下りリンク制御チャネルを用いて、
前記第３無線リンクを介した前記データ信号の再送指示信号を送信する工程Ｃと、
　前記送達確認情報が、否定的な送達確認結果を示す場合、前記無線基地局が、前記第２
移動局に対して、前記第２無線リンクを介して、物理下りリンク制御チャネルを用いて、
前記第３無線リンクを介した前記データ信号の再送指示信号を送信する工程Ｄとを備える
ことを特徴とする移動通信方法。
【請求項２】
　前記工程Ｃ及び前記工程Ｄにおいて、前記物理下りリンク制御チャネルを用いて送信さ
れる再送指示信号は、前記否定的な送達確認結果が得られた前回のデータ信号のリソース
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とは異なるリソースを割り当てることを特徴とする請求項１に記載の移動通信方法。
【請求項３】
　前記工程Ｃにおいて、前記無線基地局は、前記第１移動局に対して、前記第１無線リン
クを介して、前記再送指示信号の代わりに、前記第２移動局から前記第２無線リンクを介
して受信した前記送達確認情報を送信することを特徴とする請求項１に記載の移動通信方
法。
【請求項４】
　前記工程Ｂにおいて、前記第２移動局は、前記無線基地局と共に、前記第１移動局に対
して、前記第３無線リンクを介して、前記送達確認情報を送信することを特徴とする請求
項１に記載の移動通信方法。
【請求項５】
　前記第１移動局が、前記無線基地局から前記再送指示信号を受信した場合には、該再送
指示信号に基づいて前記データ信号を再送する工程と、
　前記第１移動局が、前記無線基地局から前記再送指示信号を受信しない場合には、該無
線基地局から受信した前記送達確認情報に基づいて前記データ信号を再送する工程とを有
することを特徴とする請求項３に記載の移動通信方法。
【請求項６】
　前記第２移動局が、前記無線基地局から前記再送指示信号を受信した場合には、該再送
指示信号に基づいて再送された前記データ信号を受信する工程と、
　前記第２移動局が、前記無線基地局から前記再送指示信号を受信しない場合には、該無
線基地局から受信した前記送達確認情報に基づいて再送された前記データ信号を受信する
工程とを有することを特徴とする請求項３に記載の移動通信方法。
【請求項７】
　前記第１移動局が、前記無線基地局から前記再送指示信号を受信した場合には、該再送
指示信号に基づいて前記データ信号を再送する工程と、
　前記第１移動局が、前記無線基地局から前記再送指示信号を受信しない場合には、前記
第２移動局から受信した前記送達確認情報に基づいて前記データ信号を再送する工程とを
有することを特徴とする請求項４に記載の移動通信方法。
【請求項８】
　前記第２移動局が、前記無線基地局から前記再送指示信号を受信した場合には、該再送
指示信号に基づいて再送された前記データ信号を受信する工程と、
　前記第２移動局が、前記無線基地局から前記再送指示信号を受信しない場合には、該第
２移動局によって送信した前記送達確認情報に基づいて再送された前記データ信号を受信
する工程とを有することを特徴とする請求項４に記載の移動通信方法。
【請求項９】
　前記第１移動局と前記第２移動局との間で、前記ＲＬＣレイヤが終端することを特徴と
する請求項１に記載の移動通信方法。
【請求項１０】
　前記第１移動局のＲＬＣレイヤによって、前記データ信号の再送を行うことを特徴とす
る請求項９に記載の移動通信方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、移動通信方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　図７及び図８を参照して、従来のＬＴＥ（Ｌｏｎｇ　Ｔｅｒｍ　Ｅｖｏｌｕｔｉｏｎ）
方式で用いられているＨＡＲＱ（Ｈｙｂｒｉｄ　ＡＲＱ）の動作について説明する。
【０００３】
　図７及び図８に示すように、ステップＳ４００１において、無線基地局ｅＮＢは、ＰＤ
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ＣＣＨ（Ｐｈｙｓｉｃａｌ　Ｄｏｗｎｌｉｎｋ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｃｈａｎｎｅｌ、物理
下りリンク制御チャネル）を介して、移動局ＵＥに対して、ＰＵＳＣＨ（Ｐｈｙｓｉｃａ
ｌ　Ｕｐｌｉｎｋ　Ｓｈａｒｅｄ　Ｃｈａｎｎｅｌ、物理上りリンク共有チャネル）に係
る「ＵＬ　ｇｒａｎｔ」を送信する。
【０００４】
　ステップＳ４００２において、移動局ＵＥは、受信した「ＵＬ　ｇｒａｎｔ」に基づい
て、トランスポートブロック（ＴＢ）を生成して、ＰＵＳＣＨを介して、無線基地局ｅＮ
Ｂに対して、かかるトランスポートブロック（データ信号）を送信する。
【０００５】
　ここで、移動局ＵＥがＰＤＣＣＨを介して「ＵＬ　ｇｒａｎｔ」を受信してからトラン
スポートブロックを生成してＰＵＳＣＨを介して無線基地局ｅＮＢに対して送信するまで
の処理遅延は「ＴＵＥ０」である。
【０００６】
　ステップＳ４００３において、無線基地局ｅＮＢは、ＰＵＳＣＨを介して受信したトラ
ンスポートブロックをデコードして誤り判定を行い、移動局ＵＥに対して、ＰＨＩＣＨ（
Ｐｈｙｓｉｃａｌ　ＨＲＡＱ　Ｉｎｄｉｃａｔｏｒ　Ｃｈａｎｎｅｌ、物理ＨＡＲＱ指示
チャネル）を介して、Ｎａｃｋを送信する（又は、ＰＤＣＣＨを介して、再送をスケジュ
ーリングする）。
【０００７】
　ここで、無線基地局ｅＮＢが移動局ＵＥからＰＵＳＣＨを介してトランスポートブロッ
クを受信してデコードして誤り判定を行い、移動局ＵＥに対してＰＨＩＣＨを介してＮａ
ｃｋを送信する（又は、ＰＤＣＣＨを介して再送をスケジューリングする）までの処理遅
延は「ＴｅＮＢ０」である。
【０００８】
　ステップＳ４００４において、移動局ＵＥは、ＰＨＩＣＨを介してＮａｃｋを受信する
と、前回と同じリソースのＰＵＳＣＨを用いてＨＡＲＱ再送を行う。
【０００９】
　なお、無線基地局ｅＮＢが、ＰＨＩＣＨの代わりに、ＰＤＣＣＨを用いて、ＨＡＲＱ再
送を指示した場合、前回と異なるリソースのＰＵＳＣＨを割り当ててＨＡＲＱ再送を行う
ことが可能である。
【００１０】
　したがって、移動局ＵＥは、ＰＨＩＣＨ及びＰＤＣＣＨの両方をモニタし、ＰＤＣＣＨ
の割り当てがあれば、かかる割り当てに従ってＨＡＲＱ再送を行い、ＰＤＣＣＨの割り当
てが検出されなければ、ＰＨＩＣＨに従ったＨＡＲＱ再送を行う。
【００１１】
　ここで、移動局ＵＥがＰＤＣＣＨを介してＨＡＲＱ再送指示を受信してから（或いは、
移動局ＵＥがＰＨＩＣＨを介してＮａｃｋを受信してから）トランスポートブロックを生
成してＰＵＳＣＨを介して無線基地局ｅＮＢに対して再送するまでの処理遅延は「ＴＵＥ

０」である。
【００１２】
　ステップＳ４００５において、無線基地局ｅＮＢは、ＰＵＳＣＨを介して受信したトラ
ンスポートブロックをデコードして誤り判定を行い、移動局ＵＥに対して、ＰＨＩＣＨを
介して、Ａｃｋを送信する。
【００１３】
　ここで、無線基地局ｅＮＢが移動局ＵＥからＰＵＳＣＨを介してトランスポートブロッ
クを受信してデコードして誤り判定を行い、移動局ＵＥに対してＰＨＩＣＨを介してＡｃ
ｋを送信するまでの処理遅延は「ＴｅＮＢ０」である。
【００１４】
　なお、ＬＴＥ方式のＵｕインタフェースでは、処理遅延「ＴＵＥ０」及び「ＴｅＮＢ０

」と、１ＴＴＩ（Ｔｒａｎｓｍｉｓｓｉｏｎ　Ｔｉｍｅ　Ｉｎｔｅｒｖａｌ）が１ｍｓで
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あることとを考慮して、ＨＡＲＱのＲＴＴ（Ｒｏｕｎｄ　Ｔｒｉｐ　Ｔｉｍｅ）は、８ｍ
ｓと規定されている。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【００１５】
【非特許文献１】３ＧＰＰ　ＴＳ３６.３００
【非特許文献２】３ＧＰＰ　ＴＳ３６.２１３
【非特許文献３】３ＧＰＰ　ＴＳ３６.３２３
【非特許文献４】３ＧＰＰ　ＴＳ３６.３２２
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１６】
　しかしながら、従来のＬＴＥ方式の移動通信システムでは、複数の移動局ＵＥが、同一
セル（或いは、無線基地局ｅＮＢ配下のセル）内に位置している場合であっても、データ
信号及び制御信号の両方が、無線基地局ｅＮＢを介して送受信されるように構成されてい
るため、無線基地局ｅＮＢの処理負荷が増大してしまうという問題点があった。
【００１７】
　かかる問題点を解決するために、複数の移動局ＵＥが、無線基地局ｅＮＢとの間で設定
されているＵｕインタフェースにおける無線リンクを介することなく、移動局間インタフ
ェース（以下、Ｕｄインタフェース）における無線リンクを介して、データ信号の送受信
を行うことを想定することができる。
【００１８】
　しかしながら、従来のＬＴＥ方式の移動通信システムの仕組みでは、Ｕｄインタフェー
スにおけるＨＡＲＱ再送制御をどのように行うべきかについて考えられていないという問
題点があった。
【００１９】
　そこで、本発明は、上述の課題に鑑みてなされたものであり、Ｕｄインタフェースにお
けるＨＡＲＱ再送制御を適切に行うことができる移動通信方法を提供することを目的とす
る。
【課題を解決するための手段】
【００２０】
　本発明の第１の特徴は、第１移動局と無線基地局との間の無線基地局インタフェースに
おいて第１無線リンクが設定されており、第２移動局と該無線基地局との間の無線基地局
インタフェースにおいて第２無線リンクが設定されており、該第１移動局と該第２移動局
との間の移動局間インタフェースにおいて第３無線リンクが設定されている場合の移動通
信方法であって、前記第１移動局が、前記第２移動局に対して、前記第３無線リンクを介
して、データ信号を送信する工程Ａと、前記第２移動局が、前記無線基地局に対して、前
記第２無線リンクを介して、前記データ信号に対する送達確認情報を送信する工程Ｂとを
有することを要旨とする。
【発明の効果】
【００２１】
　以上説明したように、本発明によれば、ＵｄインタフェースにおけるＨＡＲＱ再送制御
を適切に行うことができる移動通信方法を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】本発明の第１の実施形態に係る移動通信システムの全体構成図である。
【図２】本発明の第１の実施形態に係る移動局の機能ブロック図である。
【図３】本発明の第１の実施形態に係る無線基地局の機能ブロック図である。
【図４】本発明の第１の実施形態に係る移動通信システムの動作を示すシーケンス図であ
る。
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【図５】本発明の変更例１に係る移動通信システムの動作を示すシーケンス図である。
【図６】本発明の変更例２に係る移動通信システムの動作を示すシーケンス図である。
【図７】従来の移動通信システムについて説明するための図である。
【図８】従来の移動通信システムについて説明するための図である。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
（本発明の第１の実施形態に係る移動通信システム）
　図１乃至図４を参照して、本発明の第１の実施形態に係る移動通信システムについて説
明する。
【００２４】
　本実施形態に係る移動通信システムは、ＬＴＥ方式の移動通信システムであって、図１
に示すように、コアネットワーク（図示せず）と、コアネットワークに接続されている無
線基地局ｅＮＢとを具備している。なお、本発明は、ＬＴＥ方式以外のセルラー方式の移
動通信システムにも適用可能である。
【００２５】
　移動局ＵＥ＃１は、移動局ＵＥ＃２との間で、無線基地局ｅＮＢとの間で設定されてい
るＵｕインタフェースにおける第１無線リンクを介することなく、移動局ＵＥ＃２との間
で設定されているＵｄインタフェースにおける第３無線リンクを介して、データ信号を送
受信することができるように構成されている。
【００２６】
　また、移動局ＵＥ＃１は、無線基地局ｅＮＢとの間で、Ｕｕインタフェースにおける第
１無線リンクを介して、データ信号及び制御信号を送受信することができるように構成さ
れている。
【００２７】
　同様に、移動局ＵＥ＃２は、移動局ＵＥ＃１との間で、無線基地局ｅＮＢとの間で設定
されているＵｕインタフェースにおける第１無線リンクを介することなく、移動局ＵＥ＃
１との間で設定されているＵｄインタフェースにおける第３無線リンクを介して、データ
信号を送受信することができるように構成されている。
【００２８】
　また、移動局ＵＥ＃２は、無線基地局ｅＮＢとの間で、Ｕｕインタフェースにおける第
２無線リンクを介して、データ信号及び制御信号を送受信することができるように構成さ
れている。
【００２９】
　移動局ＵＥ＃１の機能及び移動局ＵＥ＃２の機能は、基本的に同一であるため、以下、
代表して移動局ＵＥ＃１の機能について説明する。図２に示すように、移動局ＵＥ＃１は
、Ｕｕインタフェース１１と、送受信部１２と、Ｕｄインタフェース１３とを具備してい
る。
【００３０】
　Ｕｕインタフェース１１は、無線基地局ｅＮＢとの間で、Ｕｕインタフェースにおける
第１無線リンクを介して、制御信号及びデータ信号の送受信を行うように構成されている
。
【００３１】
　Ｕｄインタフェース１３は、移動局ＵＥ＃２との間で、Ｕｄインタフェースにおける第
３無線リンクを介して、データ信号の送受信を行うように構成されている。
【００３２】
　送受信部１２は、Ｕｕ/Ｕｄインタフェースを介して送信するデータ信号についてのＨ
ＡＲＱ再送制御を行うように構成されている。
【００３３】
　また、送受信部１２は、Ｕｕ/Ｕｄインタフェースを介して送信するデータ信号につい
てのＲＬＣ（Ｒａｄｉｏ　Ｌｉｎｋ　Ｃｏｎｔｒｏｌ）再送制御を行うように構成されて
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いてもよい。ここで、ＲＬＣレイヤ（ＲＬＣエンティティ）は、移動局ＵＥ＃１と移動局
ＵＥ＃２との間で終端するように構成されている。
【００３４】
　具体的には、ＨＡＲＱ再送制御において、Ａｃｋ/Ｎａｃｋ誤りが生じる可能性がある
ため、エラーフリーのサービスを提供する場合、ＲＬＣ-ＡＭを適用して、ＨＡＲＱ残留
誤りをカバーする必要がある。
【００３５】
　すなわち、かかるＲＬＣ-ＡＭエンティティは、移動局ＵＥ＃１と移動局ＵＥ＃２との
間で終端し、無線基地局ｅＮＢを介することなくＲＬＣ再送制御を行うことができる。
【００３６】
　そのため、「ＲＬＣ　Ｓｔａｔｕｓ　Ｒｅｐｏｒｔ」の送受信は、Ｕｄインタフェース
を介して、移動局ＵＥ＃１と移動局ＵＥ＃１との間で直接行われる。
【００３７】
　図３に示すように、無線基地局ｅＮＢは、スケジューリング部２１と、送信部２２と、
受信部２３とを具備している。
【００３８】
　スケジューリング部２１は、移動局ＵＥ＃１及び移動局ＵＥ＃２に対して、Ｕｕインタ
フェース（ＰＵＳＣＨ/ＰＤＳＣＨ）を介した送信機会、すなわち、「ＵＬ　ｇｒａｎｔ
」及び「ＤＬ　ｒｅｓｏｕｒｃｅ　ａｌｌｏｃａｔｉｏｎ」や、Ｕｄインタフェースを介
した送信機会（ＵＥ＃１→ＵＥ＃２/ＵＥ＃２→ＵＥ＃１）を割り当てるように構成され
ている。
【００３９】
　送信部２２は、移動局ＵＥ＃１及び移動局ＵＥ＃２に対して、Ｕｕインタフェースを介
して、ＰＤＣＣＨを用いて、「ＵＬ　ｇｒａｎｔ」や、「ＤＬ　ｒｅｓｏｕｒｃｅ　ａｌ
ｌｏｃａｔｉｏｎ」や、Ｕｄインタフェースを介した送信機会（ＵＥ＃１→ＵＥ＃２/Ｕ
Ｅ＃２→ＵＥ＃１）を通知するように構成されている。
【００４０】
　また、送信部２２は、移動局ＵＥ＃１及び移動局ＵＥ＃２に対して、Ｕｕインタフェー
スを介して、ＰＤＳＣＨを用いて、データ信号（トランスポートブロック）を送信するよ
うに構成されている。
【００４１】
　受信部２３は、移動局ＵＥ＃１及び移動局ＵＥ＃２から、Ｕｕインタフェースを介して
、ＰＵＳＣＨを用いて、データ信号（トランスポートブロック）を受信するように構成さ
れている。
【００４２】
　また、受信部２３は、移動局ＵＥ＃１及び移動局ＵＥ＃２から、Ｕｄインタフェースを
介して受信したデータ信号に対するＡｃｋ/Ｎａｃｋを受信するように構成されている。
　以下、図４を参照して、本実施形態に係る移動通信システムの動作について説明する。
【００４３】
　図４に示すように、ステップＳ１００１において、無線基地局ｅＮＢは、ＰＤＣＣＨを
介して、移動局ＵＥ＃１及び移動局ＵＥ＃２に対して、ＵｄインタフェースにおけるＸＣ
Ｈを介した送信機会（ＵＥ＃１→ＵＥ＃２）を割り当てたことを通知する。
【００４４】
　ステップＳ１００２において、移動局ＵＥ＃１は、ＰＤＣＣＨを介して受信した割り当
て通知に基づいて、トランスポートブロックを生成して、ＸＣＨを介して、移動局ＵＥ＃
２に対して、かかるトランスポートブロック（データ信号）を送信する。
【００４５】
　ここで、移動局ＵＥ＃１がＰＤＣＣＨを介して割り当て通知を受信してからトランスポ
ートブロックを生成してＸＣＨを介して移動局ＵＥ＃２に対して送信するまでの処理遅延
は「ＴＵＥ１」である。
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【００４６】
　ステップＳ１００３において、移動局ＵＥ＃２は、ＰＤＣＣＨを介して受信した割り当
て通知に基づいて、ＸＣＨを介してトランスポートブロックを受信する。そして、移動局
ＵＥ＃２は、受信したトランスポートブロックをデコードして誤り判定を行い、無線基地
局ｅＮＢに対して、Ｕｕインタフェースを介して、Ｎａｃｋを送信する。
【００４７】
　ここで、移動局ＵＥ＃２が移動局ＵＥ＃１からＸＣＨを介してトランスポートブロック
を受信してデコードして誤り判定を行い、無線基地局ｅＮＢに対してＵｕインタフェース
を介してＮａｃｋを送信するまでの処理遅延は「ＴＵＥ２」である。
【００４８】
　ステップＳ１００４において、無線基地局ｅＮＢは、移動局ＵＥ＃２から受信したＮａ
ｃｋに基づいて、移動局ＵＥ＃１及び移動局ＵＥ＃２に対して、Ｎａｃｋを送信する。
【００４９】
　或いは、無線基地局ｅＮＢは、移動局ＵＥ＃２からＮａｃｋを受信した場合、移動局Ｕ
Ｅ＃１及び移動局ＵＥ＃２に対して、ＰＤＣＣＨを介して、ＨＡＲＱ再送を指示してもよ
い。
【００５０】
　ここで、無線基地局ｅＮＢが移動局ＵＥ＃２からＮａｃｋを受信してから移動局ＵＥ＃
１及び移動局ＵＥ＃２に対してＮａｃｋを送信する（又は、ＰＤＣＣＨを介してＨＡＲＱ
再送を指示する）までの処理遅延は「ＴｅＮＢ１」である。
【００５１】
　ステップ１００５において、移動局ＵＥ＃１は、Ｎａｃｋを受信すると、前回と同じリ
ソースのＸＣＨを用いてＨＡＲＱ再送を行う。
【００５２】
　同様に、移動局ＵＥ＃２は、Ｎａｃｋを受信すると、前回と同じリソースのＸＣＨを用
いてＨＡＲＱ再送されたデータ信号を受信する。
【００５３】
　なお、無線基地局ｅＮＢが、ＰＤＣＣＨを用いて、ＨＡＲＱ再送を指示した場合、前回
と異なるリソースのＸＣＨを割り当ててＨＡＲＱ再送を行うことが可能である。
【００５４】
　移動局ＵＥ＃１は、ＰＤＣＣＨの割り当てを検出した場合は、かかる割り当てに従って
ＸＣＨを介したＨＡＲＱ再送を行う。
【００５５】
　一方、移動局ＵＥ＃１は、ＰＤＣＣＨの割り当てを検出しなかった場合は、無線基地局
ｅＮＢから受信したＮａｃｋに従ってＸＣＨを介したＨＡＲＱ再送を行う。
【００５６】
　また、移動局ＵＥ＃２は、ＰＤＣＣＨの割り当てを検出した場合は、かかる割り当てに
従ってＸＣＨを介してＨＡＲＱ再送されたデータ信号を受信する。
【００５７】
　ここで、移動局ＵＥ＃１がＰＤＣＣＨを介してＨＡＲＱ再送指示を受信してから（或い
は、Ｎａｃｋを受信してから）トランスポートブロックを生成してＸＣＨを介して移動局
ＵＥ＃２に対して再送するまでの処理遅延は「ＴＵＥ１」である。
【００５８】
　ステップＳ１００６において、移動局ＵＥ＃２は、ＸＣＨを介して受信したトランスポ
ートブロックをデコードして誤り判定を行い、無線基地局ｅＮＢに対して、Ｕｕインタフ
ェースを介して、Ａｃｋを送信する。
【００５９】
　ここで、移動局ＵＥ＃２が移動局ＵＥ＃１からＸＣＨを介してトランスポートブロック
を受信してデコードして誤り判定を行い、無線基地局ｅＮＢに対してＵｕインタフェース
を介してＡｃｋを送信するまでの処理遅延は「ＴＵＥ２」である。
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【００６０】
　ステップＳ１００７において、無線基地局ｅＮＢは、移動局ＵＥ＃２から受信したＡｃ
ｋに基づいて、移動局ＵＥ＃１及び移動局ＵＥ＃２に対して、Ａｃｋを送信する。
【００６１】
　ここで、無線基地局ｅＮＢが移動局ＵＥ＃２からＡｃｋを受信してから移動局ＵＥ＃１
及び移動局ＵＥ＃２に対してＡｃｋを送信するまでの処理遅延は「ＴｅＮＢ１」である。
【００６２】
　なお、ＵｄインタフェースにおけるＨＡＲＱのＲＴＴは、「ＴＵＥ１」＋「ＴＵＥ２」
＋「ＴｅＮＢ１」＋データ信号の送信時間となる。
【００６３】
　ここで、「ＴＵＥ２」は、「ＴｅＮＢ０」と同程度となり、「ＴｅＮＢ１」は、「Ｔｅ

ＮＢ０」よりも短くなるものと想定されるため、ＵｄインタフェースにおけるＨＡＲＱの
ＲＴＴは、通常のＵｕインタフェースにおけるＨＡＲＱのＲＴＴ（８ｍｓ）よりも長くな
ると想定される。
【００６４】
　しかしながら、本実施形態に係る移動通信システムによれば、無線基地局ｅＮＢが、Ｈ
ＡＲＱ再送用のリソースを柔軟に割り当てることができる。
【００６５】
（変更例１）
　以下、図５を参照して、本発明の変更例１に係る移動通信システムについて、上述の第
１の実施形態に係る移動通信システムとの相違点に着目して説明する。
【００６６】
　図５に示すように、ステップＳ２００１において、無線基地局ｅＮＢは、ＰＤＣＣＨを
介して、移動局ＵＥ＃１及び移動局ＵＥ＃２に対して、ＵｄインタフェースにおけるＸＣ
Ｈを介した送信機会（ＵＥ＃１→ＵＥ＃２）を割り当てたことを通知する。
【００６７】
　ステップＳ２００２において、移動局ＵＥ＃１は、ＰＤＣＣＨを介して受信した割り当
て通知に基づいて、トランスポートブロックを生成して、ＸＣＨを介して、移動局ＵＥ＃
２に対して、かかるトランスポートブロック（データ信号）を送信する。
【００６８】
　ここで、移動局ＵＥ＃１がＰＤＣＣＨを介して割り当て通知を受信してからトランスポ
ートブロックを生成してＸＣＨを介して移動局ＵＥ＃２に対して送信するまでの処理遅延
は「ＴＵＥ１」である。
【００６９】
　ステップＳ２００３において、移動局ＵＥ＃２は、ＰＤＣＣＨを介して受信した割り当
て通知に基づいて、ＸＣＨを介してトランスポートブロックを受信する。そして、移動局
ＵＥ＃２は、受信したトランスポートブロックをデコードして誤り判定を行い、無線基地
局ｅＮＢ及び移動局ＵＥ＃１に対して、Ｕｕインタフェース及びＵｄインタフェースを介
して、Ｎａｃｋを送信する。
【００７０】
　ここで、移動局ＵＥ＃２が移動局ＵＥ＃１からＸＣＨを介してトランスポートブロック
を受信してデコードして誤り判定を行い、無線基地局ｅＮＢ及び移動局ＵＥ＃１に対して
Ｕｕインタフェース及びＵｄインタフェースを介してＮａｃｋを送信するまでの処理遅延
は「ＴＵＥ２」である。
【００７１】
　ステップＳ２００４において、無線基地局ｅＮＢは、移動局ＵＥ＃２から受信したＮａ
ｃｋに基づいて、移動局ＵＥ＃１及び移動局ＵＥ＃２に対して、ＰＤＣＣＨを介して、Ｈ
ＡＲＱ再送を指示してもよい。
【００７２】
　ここで、無線基地局ｅＮＢが移動局ＵＥ＃２からＮａｃｋ受信してから移動局ＵＥ＃１
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及び移動局ＵＥ＃２に対してＰＤＣＣＨを介してＨＡＲＱ再送を指示するまでの処理遅延
は「ＴｅＮＢ１」である。
【００７３】
　ステップ２００５において、移動局ＵＥ＃１は、ＰＤＣＣＨの割り当てを検出した場合
は、かかる割り当てに従って、前回と異なるリソースのＸＣＨを用いてＨＡＲＱ再送を行
う。
【００７４】
　一方、移動局ＵＥ＃１は、無線基地局ｅＮＢによるＰＤＣＣＨの割り当てを検出しなか
った場合は、移動局ＵＥ＃２から受信したＮａｃｋに従って、前回と同じリソースのＸＣ
Ｈを用いてＨＡＲＱ再送を行う。
【００７５】
　ここで、移動局ＵＥ＃１は、移動局ＵＥ＃２からＮａｃｋを受信した後、所定期間が経
過しても、ＰＤＣＣＨの割り当てを検出しなかった場合は、移動局ＵＥ＃２から受信した
Ｎａｃｋに従って、前回と同じリソースのＸＣＨを用いてＨＡＲＱ再送を行ってもよい。
【００７６】
　かかる所定期間は、無線基地局ｅＮＢから予めＲＲＣシグナリングを介して指定されて
もよい。
【００７７】
　同様に、移動局ＵＥ＃２は、無線基地局ｅＮＢによるＰＤＣＣＨの割り当てを検出した
場合は、かかる割り当てに従って、前回と異なるリソースのＸＣＨを用いてＨＡＲＱ再送
されたデータ信号を受信する。
【００７８】
　一方、移動局ＵＥ＃２は、無線基地局ｅＮＢによるＰＤＣＣＨの割り当てを検出しなか
った場合は、移動局ＵＥ＃２が送信したＮａｃｋに従って、前回と同じリソースのＸＣＨ
を用いてＨＡＲＱ再送されたデータ信号を受信する。
【００７９】
　ここで、移動局ＵＥ＃１が移動局ＵＥ＃２からＮａｃｋを受信してからトランスポート
ブロックを生成してＸＣＨを介して移動局ＵＥ＃２に対して再送するまでの処理遅延は「
ＴＵＥ１」である。
【００８０】
　ステップＳ２００６において、移動局ＵＥ＃２は、ＸＣＨを介して受信したトランスポ
ートブロックをデコードして誤り判定を行い、無線基地局ｅＮＢ及び移動局ＵＥ＃１に対
して、Ｕｕインタフェース及びＵｄインタフェースを介して、Ａｃｋを送信する。
【００８１】
　ここで、移動局ＵＥ＃２が移動局ＵＥ＃１からＸＣＨを介してトランスポートブロック
を受信してデコードして誤り判定を行い、無線基地局ｅＮＢ及び移動局ＵＥ＃１に対して
Ｕｕインタフェース及びＵｄインタフェースを介してＡｃｋを送信するまでの処理遅延は
「ＴＵＥ２」である。
【００８２】
　なお、ＵｄインタフェースにおけるＨＡＲＱのＲＴＴは、「ＴＵＥ１」＋「ＴＵＥ２」
＋「ＴｅＮＢ１」＋データ信号の送信時間となる。
【００８３】
　ここで、「ＴＵＥ２」は、「ＴｅＮＢ０」と同程度となり、「ＴｅＮＢ１」は、「Ｔｅ

ＮＢ０」よりも短くなるものと想定されるため、ＵｄインタフェースにおけるＨＡＲＱの
ＲＴＴは、通常のＵｕインタフェースにおけるＨＡＲＱのＲＴＴ（８ｍｓ）よりも長くな
ると想定される。
【００８４】
　しかしながら、本変更例１に係る移動通信システムによれば、無線基地局ｅＮＢが、Ｈ
ＡＲＱ再送用のリソースを柔軟に割り当てることができると共に、無線基地局ｅＮＢから
移動局ＵＥ＃１に対するＡｃｋ/Ｎａｃｋを通知する必要がなくなる。
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【００８５】
（変更例２）
　以下、図６を参照して、本発明の変更例２に係る移動通信システムについて、上述の第
１の実施形態に係る移動通信システムとの相違点に着目して説明する。
【００８６】
　図６に示すように、ステップＳ３００１において、無線基地局ｅＮＢは、ＰＤＣＣＨを
介して、移動局ＵＥ＃１及び移動局ＵＥ＃２に対して、ＵｄインタフェースにおけるＸＣ
Ｈを介した送信機会（ＵＥ＃１→ＵＥ＃２）を割り当てたことを通知する。
【００８７】
　ステップＳ３００２において、移動局ＵＥ＃１は、ＰＤＣＣＨを介して受信した割り当
て通知に基づいて、トランスポートブロックを生成して、ＸＣＨを介して、移動局ＵＥ＃
２に対して、かかるトランスポートブロック（データ信号）を送信する。
【００８８】
　ここで、移動局ＵＥ＃１がＰＤＣＣＨを介して割り当て通知を受信してからトランスポ
ートブロックを生成してＸＣＨを介して移動局ＵＥ＃２に対して送信するまでの処理遅延
は「ＴＵＥ１」である。
【００８９】
　ステップＳ３００３において、移動局ＵＥ＃２は、ＰＤＣＣＨを介して受信した割り当
て通知に基づいて、ＸＣＨを介してトランスポートブロックを受信する。そして、移動局
ＵＥ＃２は、受信したトランスポートブロックをデコードして誤り判定を行い、移動局Ｕ
Ｅ＃１に対して、Ｕｄインタフェースを介して、Ｎａｃｋを送信する。
【００９０】
　ここで、移動局ＵＥ＃２が移動局ＵＥ＃１からＸＣＨを介してトランスポートブロック
を受信してデコードして誤り判定を行い、移動局ＵＥ＃１に対してＵｄインタフェースを
介してＮａｃｋを送信するまでの処理遅延は「ＴＵＥ２」である。
【００９１】
　ステップＳ３００４において、移動局ＵＥ＃１は、移動局ＵＥ＃２から受信したＮａｃ
ｋに従って、前回と同じリソースのＸＣＨを用いてＨＡＲＱ再送を行う。
【００９２】
　かかる場合、移動局ＵＥ＃２は、無線基地局ｅＮＢに対して、Ｎａｃｋを送信しないた
め、無線基地局ｅＮＢは、ＰＤＣＣＨを用いたＨＡＲＱ再送指示を行わない。
【００９３】
　ここで、移動局ＵＥ＃１が移動局ＵＥ＃２からＮａｃｋを受信してからトランスポート
ブロックを生成してＸＣＨを介して移動局ＵＥ＃２に対して再送するまでの処理遅延は「
ＴＵＥ１」である。
【００９４】
　ステップＳ３００５において、移動局ＵＥ＃２は、ＸＣＨを介して受信したトランスポ
ートブロックをデコードして誤り判定を行い、移動局ＵＥ＃１に対して、Ｕｄインタフェ
ースを介して、Ａｃｋを送信する。
【００９５】
　ここで、移動局ＵＥ＃２が移動局ＵＥ＃１からＸＣＨを介してトランスポートブロック
を受信してデコードして誤り判定を行い、移動局ＵＥ＃１に対してＵｄインタフェースを
介してＡｃｋを送信するまでの処理遅延は「ＴＵＥ２」である。
【００９６】
　なお、ＵｄインタフェースにおけるＨＡＲＱのＲＴＴは、「ＴＵＥ１」＋「ＴＵＥ２」
＋データ信号の送信時間となる。
【００９７】
　したがって、本変更例２に係る移動通信システムによれば、「ＴＵＥ２」が、「ＴｅＮ

Ｂ０」と同程度である場合、ＵｄインタフェースにおけるＨＡＲＱのＲＴＴを、通常のＵ
ｕインタフェースにおけるＨＡＲＱのＲＴＴ（８ｍｓ）と同程度とすることができる。
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【００９８】
　なお、変更例２に係る移動通信システムにおいて、更に、移動局ＵＥ＃２が、無線基地
局ｅＮＢに対して、Ｕｕインタフェースを介してＡｃｋ/Ｎａｃｋを送信するように構成
されていてもよい。
【００９９】
　このようにすることで、無線基地局ｅＮＢは、移動局ＵＥ＃２から受信したＡｃｋ/Ｎ
ａｃｋに応じて、かかるＨＡＲＱ再送リソースがＸＣＨを介した送信に用いられているか
否かについて把握することができる。
【０１００】
　無線基地局ｅＮＢは、リソースの使用状況を把握することで、空いたリソースを他の通
信、例えば、他の移動局ＵＥとの間のＵｕインタフェースの送受信に用いることができる
。
【０１０１】
　また、上述の例において、Ａｃｋ/Ｎａｃｋに応じてＨＡＲＱ再送を行う際には、前回
送信時と同じリソースを用いることとしていたが、Ａｃｋ/Ｎａｃｋに応じてＨＡＲＱ再
送を行う場合には、用いるリソースの周波数ホッピングが適用されてもよい。
【０１０２】
　以上に述べた本実施形態の特徴は、以下のように表現されていてもよい。
【０１０３】
　本実施形態の第１の特徴は、移動局ＵＥ＃１（第１移動局）と無線基地局ｅＮＢとの間
のＵｕインタフェース（無線基地局インタフェース）において第１無線リンクが設定され
ており、移動局ＵＥ＃２（第２移動局）と無線基地局ｅＮＢとの間のＵｕインタフェース
において第２無線リンクが設定されており、移動局ＵＥ＃１と移動局ＵＥ＃２との間のＵ
ｄインタフェース（移動局間インタフェース）において第３無線リンクが設定されている
場合の移動通信方法であって、移動局ＵＥ＃１が、移動局ＵＥ＃２に対して、第３無線リ
ンクを介して、データ信号を送信する工程Ａと、移動局ＵＥ＃２が、無線基地局ｅＮＢ或
いは移動局ＵＥ＃１に対して、第２無線リンクを介して、データ信号に対する送達確認情
報（Ａｃｋ/Ｎａｃｋ）を送信する工程Ｂとを有することを要旨とする。
【０１０４】
　本実施形態の第１の特徴において、かかる移動通信方法は、かかる送達確認情報が、Ｎ
ａｃｋ（否定的な送達確認結果）を示す場合、無線基地局ｅＮＢが、移動局ＵＥ＃１に対
して、第１無線リンクを介して、ＰＤＣＣＨ（物理下りリンク制御チャネル）を用いて、
第３無線リンクを介したデータ信号の再送指示信号を送信する工程Ｃを更に有してもよい
。
【０１０５】
　本実施形態の第１の特徴において、上述の再送指示信号は、移動局ＵＥ＃２に対しても
、第２無線リンクを介して送信されてもよい。
【０１０６】
　本実施形態の第１の特徴において、工程Ｃにおいて、無線基地局ｅＮＢは、移動局ＵＥ
＃１に対して、第１無線リンクを介して、上述の再送指示信号の代わりに、移動局ＵＥ＃
２から第２無線リンクを介して受信した送達確認情報を送信してもよい。
【０１０７】
　本実施形態の第１の特徴において、工程Ｂにおいて、移動局ＵＥ＃２は、無線基地局ｅ
ＮＢと共に、移動局ＵＥ＃１に対して、第３無線リンクを介して、上述の送達確認情報を
送信してもよい。
【０１０８】
　本実施形態の第１の特徴において、移動局ＵＥ＃１が、無線基地局ｅＮＢから再送指示
信号を受信した場合には、かかる再送指示信号に基づいてデータ信号を再送する工程と、
移動局ＵＥ＃１が、無線基地局ｅＮＢから再送指示信号を受信しない場合には、無線基地
局ｅＮＢから受信した送達確認情報に基づいてデータ信号を再送する工程とを有してもよ
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い。
【０１０９】
　本実施形態の第１の特徴において、移動局ＵＥ＃２が、無線基地局ｅＮＢから再送指示
信号を受信した場合には、かかる再送指示信号に基づいて再送されたデータ信号を受信す
る工程と、移動局ＵＥ＃２が、無線基地局ｅＮＢから再送指示信号を受信しない場合には
、無線基地局ｅＮＢから受信した送達確認情報に基づいて再送されたデータ信号を受信す
る工程とを有してもよい。
【０１１０】
　本実施形態の第１の特徴において、移動局ＵＥ＃１が、無線基地局ｅＮＢから再送指示
信号を受信した場合には、かかる再送指示信号に基づいてデータ信号を再送する工程と、
移動局ＵＥ＃１が、無線基地局ｅＮＢから再送指示信号を受信しない場合には、移動局Ｕ
Ｅ＃２からから受信した送達確認情報に基づいてデータ信号を再送する工程とを有しても
よい。
【０１１１】
　本実施形態の第１の特徴において、移動局ＵＥ＃２が、無線基地局ｅＮＢから再送指示
信号を受信した場合には、かかる再送指示信号に基づいて再送されたデータ信号を受信す
る工程と、移動局ＵＥ＃２が、無線基地局ｅＮＢから再送指示信号を受信しない場合には
、移動局ＵＥ＃２によって送信した送達確認情報に基づいて再送された記データ信号を受
信する工程とを有してもよい。
【０１１２】
　本実施形態の第１の特徴において、移動局ＵＥ＃１と移動局ＵＥ＃２との間で、ＲＬＣ
レイヤが終端していてもよい。
【０１１３】
　本実施形態の第１の特徴において、移動局ＵＥ＃１のＲＬＣレイヤによって、データ信
号の再送を行ってもよい。
【０１１４】
　なお、上述の無線基地局ｅＮＢや移動局ＵＥ＃１/ＵＥ＃２等の動作は、ハードウェア
によって実施されてもよいし、プロセッサによって実行されるソフトウェアモジュールに
よって実施されてもよいし、両者の組み合わせによって実施されてもよい。
【０１１５】
　ソフトウェアモジュールは、ＲＡＭ（Ｒａｎｄｏｍ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｍｅｍｏｒｙ）や
、フラッシュメモリや、ＲＯＭ（Ｒｅａｄ　Ｏｎｌｙ　Ｍｅｍｏｒｙ）や、ＥＰＲＯＭ（
Ｅｒａｓａｂｌｅ　Ｐｒｏｇｒａｍｍａｂｌｅ　ＲＯＭ）や、ＥＥＰＲＯＭ（Ｅｌｅｃｔ
ｒｏｎｉｃａｌｌｙ　Ｅｒａｓａｂｌｅ　ａｎｄ　Ｐｒｏｇｒａｍｍａｂｌｅ　ＲＯＭ）
や、レジスタや、ハードディスクや、リムーバブルディスクや、ＣＤ-ＲＯＭといった任
意形式の記憶媒体内に設けられていてもよい。
【０１１６】
　かかる記憶媒体は、プロセッサが当該記憶媒体に情報を読み書きできるように、当該プ
ロセッサに接続されている。また、かかる記憶媒体は、プロセッサに集積されていてもよ
い。また、かかる記憶媒体及びプロセッサは、ＡＳＩＣ内に設けられていてもよい。かか
るＡＳＩＣは、無線基地局ｅＮＢや移動局ＵＥ＃１/ＵＥ＃２等内に設けられていてもよ
い。また、かかる記憶媒体及びプロセッサは、ディスクリートコンポーネントとして無線
基地局ｅＮＢや移動局ＵＥ＃１/ＵＥ＃２等内に設けられていてもよい。
【０１１７】
　以上、上述の実施形態を用いて本発明について詳細に説明したが、当業者にとっては、
本発明が本明細書中に説明した実施形態に限定されるものではないということは明らかで
ある。本発明は、特許請求の範囲の記載により定まる本発明の趣旨及び範囲を逸脱するこ
となく修正及び変更態様として実施することができる。従って、本明細書の記載は、例示
説明を目的とするものであり、本発明に対して何ら制限的な意味を有するものではない。
【符号の説明】
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【０１１８】
ＵＥ＃１、ＵＥ＃２…移動局
１１…Ｕｕインタフェース
１２…送受信部
１３…Ｕｎインタフェース
ｅＮＢ…無線基地局
２１…スケジューリング部
２２…送信部
２３…受信部

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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【図７】

【図８】
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